答　申　第 ２４７ 号
平成１８年１１月２１日

千葉県教育委員会

委員長　伊藤　潔　様

千葉県情報公開審査会

委員長　大田　洋介

異議申立てに対する決定について（答申）

平成１８年２月３日付け教総第３９６号による下記の諮問について、別紙のとおり答申します。

記

諮問第３２８号

平成１７年２月１０日付けで異議申立人から提起された、平成１７年１月３１日付け教総第３９２号で行った行政文書不開示決定に係る異議申立てに対する決定について　

諮問第３２８号
答　　　申
第１  審査会の結論
    　千葉県教育委員会（以下「実施機関」という。）の決定は妥当である。
第２  異議申立人の主張要旨
　１　異議申立ての趣旨
      異議申立ての趣旨は、実施機関が平成１７年１月３１日付け教総第３９２号で
　  行った行政文書不開示決定（以下「本件決定」という。）の取消しを求めるという

ものである。
  ２　異議申立ての理由
　　　異議申立人が、異議申立書で主張している異議申立て（以下「本件異議申立て」

という。）の理由は、概ね次のとおりである。
(1)   異議申立人は過去に勝山小の耐力診断に関する行政文書の開示を受けている。
佐久間小の耐力診断に関する行政文書も存在する。　　　　　　　　　　　　　　

（2)　これらの文書が施設課にあると○○副主幹は言ったが、同課は担当課ではない
    ことを認めた。又担当課から追加の開示決定をし開示するとも言ったが未だに
開示決定させる予定がない。
(3)　上記文書の開示請求に係る手続きの文書が対象であるから、不存在を理由と
　 した決定はあり得ない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第３　実施機関の説明要旨
    　実施機関の説明は、おおむね次のとおりである。
　１  対象行政文書について

　　  本件決定で不存在とした対象行政文書は、「千葉県教育庁企画管理部教育総務課教育情報室○○○○副主幹が行政文書開示請求に対して担当課に関して本来担当課より回答させるのが当然なのに、担当課以外の課を担当課にして、行政文書開示に対して不開示と決定させるのが許される根拠についてわかる書類」である。

２　本件決定について
　　  異議申立人は、平成１７年１月２６日付けの本件異議申立てに係る行政文書の開示
    請求（以下「本件請求」という。）の前に、平成１６年１２月５日付けで行政文書
    開示請求を行っている。請求内容は、「平成１６年１２月県議会で答弁した教育施設の耐震補強に関する書類（安房南高校と鋸南町に関するもののみ）」の開示を求めるものであった。

　    この平成１６年１２月５日付けの請求について、県教育委員会企画管理部施設課に
おいて、平成１７年１月４日付け教施第１９５号で、開示決定等を行った。

　    この決定に対し、異議申立人は鋸南町の小学校の耐震調査の公文書がなければ
おかしいとして異議申立てを行った。
本件請求は、以上の経緯を踏まえ、教育総務課職員が同席した平成１７年１月２５日の開示の場で、企画財務課で特定すべき文書について意図的に施設課を担当課として不開示としたものと考え、上記１記載の書類の開示を求めたものと考えられる。

これに対し、実施機関は、本件請求に係る行政文書を保有していないため、本件
決定を行ったものである。

３　不開示の理由について
異議申立人が異議申立ての理由とする、意図的に担当課以外の課を担当課にして
不開示決定した事実はなく、○○○○副主幹も担当課にそのような決定をさせる権限を有しておらず、そのような決定の根拠となる規定は存在しない。
また、異議申立人は、異議申立書の中で、上記施設課及び企画財務課の開示請求に対する手続きの文書（起案文書）が開示対象となると主張しているが、同文書は、
○○○○副主幹が合議の中で押印しているものの、○○○○副主幹は決裁権者では
なく、また、同文書は、両課が保有する対象文書を、両課の決裁権者において決裁
した文書であり、異議申立人の本件請求に係る「担当課に関して本来担当課より開示させるのが当然なのに、担当課以外の課を担当課にして不開示と決定させるのが許される根拠についてわかる書類」と考えることはできない。
したがって、本件異議申立てに係る対象文書は存在しない。
４　審査会への諮問について

異議申立てから諮問までに１年を要しているが、異議申立人に事情を説明した
ことにより、異議申立ての取下げ協議が可能なものと考え、その機会をうかがう間に
時日が経過してしまったものである。
第４　審査会の判断
   １　本件異議申立てについて
本件請求の内容は上記第３、１のとおりである。実施機関は本件請求に係る行政
　　 文書を保有していないため、本件決定を行った。

　   　これに対し異議申立人は、平成１７年２月１０日付けで本件異議申立てを行ったものである。
２　本件請求に係る文書の不存在について
(1)　本件請求は、実施機関の職員が開示請求に対して担当課以外の課を担当課に
 して決定させることが許される根拠についてわかる書類の開示を求めるという
ものである。
ところで、実施機関の事務は条例・規則等に従って執行されているのである
から、そもそも担当課以外の課を担当課にして決定させるような根拠となる定めが存在するはずはなく、千葉県教育委員会行政組織規則（昭和３５年教育委員会規則第２号）及び千葉県教育委員会が保有する行政文書の開示等に関する事務
取扱要綱(平成１３年３月３０日制定)等においても、そのような規定の存在は
認められない。
　   (2)  よって、本件請求に係る行政文書が存在しないとする実施機関の説明に不合理
な点は認められない。
(3)  異議申立人は、本件請求に係る起案文書が対象文書であるかのような主張を
しているが、本件請求に係る文書の存否については前記(1)のとおりであり、異議申立人の主張には理由がない。
(4)  その他、異議申立人は、異議申立書で種々主張しているが、上記判断に影響のある事項ではないため、当審査会は判断しない。
３  結論
　  　 以上のとおり、実施機関が行った本件決定は妥当である｡
第５ 審査会の処理経過
    当審査会の処理経過は、別紙のとおりである。
別　紙
審査会の処理経過
	年　　　月　　　日
	      　　　　処　理　内　容

	１８．　２．　３
	 諮問書の受理

	１８．　２．２８
	 実施機関の理由説明書の受理

	１８．　９．１９
	 審議
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                              　　　（五十音順：平成１８年９月１９日現在）
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